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１　予算編成の基本理念・基本方針

２　予算規模

総額：１２０億３千万円　（対前年度比　２億２千４百万円　１．９％増）

一般会計当初予算額の推移

年度 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ０１ Ｒ０２ Ｒ０３ Ｒ０４ Ｒ０５ Ｒ０６ Ｒ０７ Ｒ０８

規模 9,337 9,599 9,818 9,680 9,650 9,880 10,535 10,855 11,806 12,030

伸率 △ 8.0 2.8 2.3 △ 1.4 △ 0.3 2.4 6.6 3.0 8.8 1.9

■予算額の推移

３　歳入のポイント

（１）一般財源

一般財源総額 ８５億３千３５０万６千円（対前年度比　２億３千８４３万５千円　２．９％増）

町税　　　　　　　 ３８億 ４千４３７万７千円 （対前年度比　２２９万６千円　  　 ０．１％増）

地方交付税　　　 ２７億 ３千６００万円 （対前年度比　１億４千１００万円 　 　　　　　５．４％増）

地方譲与税等 １２億 ７千４１万８千円 （対前年度比　１億１８７万円 　　 　　 ８．７％増）

　 自主財源の根幹である町税全体は前年度と比較し０．１％増加し、地方交付税が５．４％、地方譲与税等が
８．７％増加しています。厳しい財政状況の中で国・県補助金、基金からの繰入、起債の活用などにより所要の
一般財源を確保しました。

　※人口一人当たりの予算額

　※人口一人当たりの町税額

　３８万１千円　（令和８年１月１日現在　住民基本台帳人口　３１，５９３人）

　第六次毛呂山町総合振興計画で掲げる町の将来像である 「みんなでつくる　住みやすいまち　住み続けたい
まち　もろやま」の実現を目指します。

基本方針

　第六次毛呂山町総合振興計画で掲げる町の将来像及び４つの基本理念を基本とし、人口減少をはじめとする
本町の重要課題解決のため、実効性の高い取組を目指します。
　特に前期基本計画で掲げる３つのリーディングプロジェクトである少子化対策・教育施策の充実・健幸づくりの
まち宣言の実現に向け、新たな取組だけでなく、既存の取組も内容を評価・検証した上で、費用対効果の高い
予算編成を目指します。
　また、住民の利便性や地域の安全性向上を図る取組にも優先的に予算を配分し、安全・安心なまちづくりの実
現を目指すと同時に、限られた財源の中で、最少の経費で最大の行政効果を得られる予算編成とします。

　１２万２千円

基本理念

（単位：百万円、％）
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（単位：百万円）
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①都市計画税

0 0 0 106,235 106,235

318,994 4,707

0 0 0 425,229 110,942

②地方消費税交付金

障害福祉費 910,895 0 55,793 344,401 99,041

老人福祉費（高齢者福祉） 0 0 9,573 10,200 2,933

児童措置費 895,845 0 14,448 185,585 53,369

1,806,740 0 79,814 540,186 155,343

介護保険事業費 23,384 1,150 0 460,335 132,380

国民健康保険事業費 144,343 0 0 83,720 24,076

101,441 1,150 0 525,958 151,252

269,168 2,300 0 1,070,013 307,708

予防費 779 0 41,804 91,974 26,449

779 0 41,804 91,974 26,449

2,076,687 2,300 121,618 1,702,173 489,500

③森林環境譲与税

5,300

森林整備事業委託料

　 都市計画税とは、市街化区域内に土地及び建物を所有している人に対して課税される税金であり、都市計画
法に基づいて行う都市計画事業等に要する費用に充てるため、歳入として１億１千９４万２千円を計上し、理論
上全額を次の経費に充当しました。

0合　　　　　　計

3,000

5,300

林道維持管理業務委託料 1,000 1,000

町内全般林道補修工事 1,300 1,300

0

財　源　内　訳
事業費

3,000

0

0

（単位：千円）

事　　業　　名 事　業　費

財　　源　　内　　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

国（県）
支出金

地方債 その他
うち

都市計画税

都市計画事業に係る公債費 106,235

　森林環境譲与税は、令和元年度に新設され、森林の間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普
及啓発等の森林整備及びその促進に関する費用に充てる譲与税です。本町の令和８年度の森林環境譲与税
の予算額は９６１万６千円であり、手続き上全額を基金に積立てた後、次の事業に充当しました。

合　　　　　　　　　計 425,229

　本町の令和８年度地方消費税交付金の予算額は８億９千万円で、その内消費税率引上げ分は４億８千９５０万
円を見込んでいます。この引上げ分については、全て社会保障施策に要する経費に充てるため、理論上全額
を次の事業に充当しました。

（単位：千円）

目　　名 事　業　費

財　　源　　内　　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

国（県）
支出金

地方債 その他
うち

地方消費税
交付金

社
会
福
祉

1,311,089

19,773

1,095,878

小　　　計 2,426,740

社
会
保
険

484,869

228,063

老人福祉費（後期高齢者医療） 628,549

小　　　計 1,341,481

134,557

小　　　計 134,557

合　　　　　　　　　計 3,902,778

事　　業　　名

毛呂山・越生・鳩山公共下水道組合
負担金（市街化区域分）

318,994

（単位：千円）

その他財源森林環境譲与税

保
健
衛
生
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 （４）　町債（２）町債

町債総額 ２億８千２６０万円　（対前年度比　△４億３３０万円　△５８．８％減）

総務債 ０万円（対前年度比 △１千２６０万円　　

民生債 ２３０万円（対前年度比 △４１０万円　　

土木債 ２億４千７０万円（対前年度比 １億１千８７０万円　　

消防債 ０万円（対前年度比 △８千３３０万円　　

教育債 ３千９６０万円（対前年度比 △４億２千２００万円　　

臨時財政対策債 ０万円（対前年度比 ０万円　　

＊民生債の内訳

・ 特別会計公金収納電子化対応事業債 ２３０万円

＊土木債の内訳

・ 町道整備事業債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５千６５０万円

・ 第四団地雨水排水対策事業債 ５９０万円

・ 町道第3262号路線道路改良事業債 ５３０万円

・ 旭台地区雨水排水対策事業債 ７千４９０万円

・ 岡本団地内水路嵩上事業債 ４９０万円

・ 川角駅周辺地区整備事業債 ９千３２０万円

＊教育債の内訳

・ GIGAスクール端末整備事業債 ６１０万円

・ 毛呂山小学校大規模改修事業債 ３千３５０万円

■地方債残高の推移（各年度末）

９１．４％減）

増減なし）

　 投資的経費等の財源として、財政支出の年度間調整や住民負担の世代間公平の観点から町債を活用しました。
なお、普通交付税の振替的性格を持つ臨時財政対策債については、昨年度同様、令和８年度についても国の予算
措置がされない見通しとなったため、予算計上はありません。

皆減）

６４．１％減）

９７．３％増）

皆減）

9,585,733

9,982,159 10,387,374

10,771,394
10,649,655

10,377,186
9,934,806

9,474,634 8,985,101

8,110,552
7,431,848

7,190,145

6,876,598

6,000,000

7,000,000

8,000,000

9,000,000

10,000,000

11,000,000

12,000,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06 R07
見込

（単位：千円）

町 税
32.0%

地方交付税
22.7%

地方譲与税等
10.6%

国庫支出金
14.2%

県支出金
8.5%

町 債
2.3% その他

9.7%

歳入における町債の割合
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 （５）　基金（３）基金

（単位：千円）

取崩し 積立金 残高見込額 取崩し 積立金 残高見込額

1,401,427 522,790 653,041 1,531,678 516,015 226,015 1,241,678

868,614 134,200 187,719 922,133 123,430 53,621 852,324

209,003 30,000 256 179,259 30,000 1 149,260

354,084 24,700 0 329,384 9,700 1 319,685

32,277 0 38 32,315 0 1 32,316

16,478 5,400 8,706 19,784 5,300 9,616 24,100

71,818 50,000 43,475 65,293 50,000 44,000 59,293

49,917 24,100 60,013 85,830 28,430 1 57,401

135,037 0 75,231 210,268 0 1 210,269

2,270,041 656,990 840,760 2,453,811 639,445 279,636 2,094,002

福祉基金の充当先

・介護給付費・訓練等給付費 30,000千円

公共施設整備基金の充当先 　　　

・福祉会館舞台吊物設備修繕工事 9,700千円 　　　

森林環境譲与税基金の充当先 　　　

・森林整備事業委託料 3,000千円 　　　 ・林道維持管理業務委託料 1,000千円

・町内全般林道補修工事 1,300千円 　　　

ふるさと納税基金の充当先 　　

・町内全般道路修繕工事 10,000千円 　　　 ・ヘドロ処理委託料 3,661千円

・不法投棄防止パトロール業務委託料 2,000千円 　　　 ・自主防災組織運営費補助金 1,744千円

・事業備品（排水ポンプ）購入 282千円 　　　 ・こども医療費 16,032千円

・産業まつり補助金 3,735千円 　　　 ・パソコン機器借上料（校務支援システム） 3,050千円

・まちづくり活用補助金 3,329千円 　　　 ・定住促進補助金 3,694千円

1,843千円 　　　 ・私立学校等教育振興事業補助金 630千円

子ども・子育てゆめ基金の充当先 　　　

・小中学校入学準備補助金 13,580千円 　　　 ・国内交流事業業務委託料 1,4１0千円

・町立中学校修学旅行費補助金 13,440千円

小中一貫校施設整備基金

子ども・子育てゆめ基金

合　　　　　計

特 定 目 的 基 金

福 祉 基 金

公 共 施 設 整 備 基 金

緑 の 基 金

森林環境譲与税基金

ふ る さ と 納 税 基 金

・クラウドファンディング活用型地域
　活性化事業補助金

　令和８年度当初予算では、財政調整基金については地方財政法第７条に基づく積立と同額を繰入し、さらに年
度間の財源不足を調整するために、２億９千万円の実質繰入を行いました。また、その他特定目的基金である福祉
基金から３千万円、公共施設整備基金から９７０万円、森林環境譲与税基金から５３０万円、ふるさと納税基金から５
千万円、子ども・子育てゆめ基金から２千８４３万円の繰入を行いました。
　今後も、後年度の財政需要に対応していくために、各基金について積立てを強化していく必要があります。

区　　　　　分
令和６年度

末残高

令和７年度決算見込 令和８年度当初予算案

財 政 調 整 基 金

町 税
32.0%

地方交付税
22.7%地方譲与税等

10.6%

国庫支出金
14.2%

県支出金
8.5%

町 債
2.3%

その他
9.7%

歳入における基金の繰入金の割合

その他：９．７％の内訳

・分担金及び負担金：0.７％
・使用料及び手数料：0.6％
・財産収入：0.1％
・寄 附 金：0.9％
・繰 入 金：5.5％（うち基金からの繰入金：5.3％）
・繰 越 金：1.2％
・諸 収 入：0.７％
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■基金の説明

： 災害時の財源や年度間の財源の不均衡を調整する目的

： 福祉活動に要する経費の財源目的

： 公共施設等の整備目的

： 自然環境の保全及び育成、森林等の有する公益的機能の維持増進等を図る目的

： 森林整備及びその促進を図る目的

： 本町を応援するために寄せられた寄附金を、それぞれの寄附者の意向を反映した

   施策の推進を図る目的

： 子育て支援等、子ども及び子育てに関する環境づくりの推進を図る目的

： 小中一貫校の整備に要する経費の財源目的

■財政調整基金残高の推移（各年度末）

森 林 環 境 譲 与 税 基 金 

ふるさと納税基金

財政調整基金

福祉基金

公共施設整備基金

緑の基金

　財政調整基金は、年度間の財源の不均衡を調整するための積立金で、一般的に標準財政規模の１０％～１
２％が適正保有額とされています。本町の令和７年度末の見込残高は１５億３千１６７万8千円であり、令和７年
度の標準財政規模は７８億９千２６６万４千円（再算定後）であったため、標準財政規模に対する財政調整基金
の残高見込額の割合は１９．４％であり、必要十分な額を満たしていると言うことができます。
　今後も大規模災害や年度間の財源不足への対応のため、引き続き適切な積立・管理に務める必要がありま
す。

小中一貫校施設整備基金

子ども・子育てゆめ基金

749,555

879,741

806,620
835,900815,421

770,572

593,904

506,203

591,283

1,021,321

1,141,336

1,371,345

1,401,427

1,531,678

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ0１ Ｒ0２ Ｒ0３ Ｒ0４ Ｒ05 Ｒ06 Ｒ0７見込

（単位：千円）
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 ４　歳出のポイント

①少子化対策プロジェクト

未来応援奨学金返還支援事業 8,220千円 結婚新生活支援事業 1,200千円

定住促進補助事業 8,000千円 小中学校入学準備補助事業 13,582千円

小中学校給食費無償化事業 103,335千円 保育所等給食費無償化事業 25,486千円

保育料負担軽減事業
（第２子以降保育料無償化事業）

27,069千円

②未来を担う子ども育成プロジェクト

▶▶充実した学習環境の提供により、子どもの自己肯定感や将来を切り拓く力を育みます。

毛呂山町ステップアップ教室 16,841千円 ＩＣＴ教育推進事業 69,565千円

中学生海外留学事業 8,653千円 国内交流事業 1,426千円

中学生修学旅行費無償化事業 13,440千円

③健幸づくりプロジェクト

▶▶住民のみなさんが心身ともに健やかに、住み慣れた地域でいきいきと暮らせるまちづくりを進めます。

健幸ウォーキング事業 3,237千円 ゆずの里健幸ウォーク事業 2,816千円

みんなでウォーキング事業 141千円 スポーツフェスタもろやま 1,400千円

キッズチャレンジ事業 343千円

毛呂山町コミュニティバス運行事業 48,169千円 第四団地雨水排水対策詳細設計業務 5,900千円

旭台地区雨水排水対策事業 74,910千円 岡本団地内水路嵩上事業 4,940千円

川角中学校南側交差点雨水排水対策調
査業務

7,774千円 町道整備事業 74,705千円

東武越生線第55号踏切道拡幅改良事業
負担金

253,710千円 川角駅周辺地区整備事業 270,273千円

毛呂山小学校大規模改修工事設計業務 44,770千円

水道基本料金無償化事業 38,872千円 農業経営継続支援事業 3,304千円

中小企業・小規模事業者賃上支援事業 16,785千円

　予算編成の基本理念及び基本方針に基づき、人口減少をはじめとする本町の重要課題の解決を目指し、諸施策
を実施します。
　令和７年度から令和１１年度までを計画期間とする第六次総合振興計画前期基本計画においては、今後町が重
点的に取り組むリーディングプロジェクトとして、少子化対策プロジェクト、未来を担う子ども育成プロジェクト、健幸づ
くりプロジェクトを定めています。令和８年度においては、昨年度の実施内容について評価検証を行い、更なる取組
の推進を図ります。
　また、水害対策事業をはじめ、川角駅周辺地区の整備や町道等整備事業、高齢化対策、地域コミュニティ関連事
業等により住民の安全で安心なまちづくりの推進を図るとともに、重要度や優先度に基づく事務事業の選定により限
りある財源を有効活用した予算編成としています。

(2) 上記以外の新規・重点事業

(1) 第六次毛呂山町総合振興計画前期基本計画リーディングプロジェクトに基づく
　　事務事業

(3) 物価高騰対応重点支援交付金充当事業（追加分）

▶▶結婚や出産など、若い世代の希望を叶えられる、安心して子育てができるまちづくりを
　目指します。
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 ５　歳入予算の状況
（１）歳入  款別

令和８年度 令和７年度 比較増減

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸率

1 町税 3,844,377 32.0 3,842,081 32.5 2,296 0.1

2 地方譲与税 103,616 0.9 100,946 0.9 2,670 2.6

3 利子割交付金 9,000 0.1 3,600 0.0 5,400 150.0

4 配当割交付金 38,000 0.3 24,000 0.2 14,000 58.3

5 株式等譲渡所得割交付金 39,000 0.3 25,000 0.2 14,000 56.0

6 法人事業税交付金 70,000 0.6 69,000 0.6 1,000 1.4

7 地方消費税交付金 890,000 7.4 830,000 7.0 60,000 7.2

8 ゴルフ場利用税交付金 71,000 0.6 71,000 0.6 0 0.0

9 環境性能割交付金 1 0.0 24,000 0.2 △ 23,999 △ 100.0

10 地方特例交付金 46,001 0.4 17,001 0.1 29,000 170.6

11 地方交付税 2,736,000 22.7 2,595,000 22.0 141,000 5.4

12 交通安全対策特別交付金 3,800 0.0 4,000 0.0 △ 200 △ 5.0

13 分担金及び負担金 78,377 0.7 42,479 0.4 35,898 84.5

14 使用料及び手数料 67,011 0.6 66,920 0.6 91 0.1

15 国庫支出金 1,710,490 14.2 1,552,442 13.1 158,048 10.2

16 県支出金 1,018,760 8.5 864,314 7.3 154,446 17.9

17 財産収入 9,636 0.1 8,806 0.1 830 9.4

18 寄附金 114,302 0.9 35,302 0.4 79,000 223.8

19 繰入金 664,246 5.5 684,453 5.8 △ 20,207 △ 3.0

20 繰越金 150,000 1.2 150,000 1.3 0 0.0

21 諸収入 83,783 0.7 109,755 0.9 △ 25,972 △ 23.7

22 町債 282,600 2.3 685,900 5.8 △ 403,300 △ 58.8

自動車取得税交付金 0 0.0 1 0.0 △ 1 △ 100.0

歳  入  合  計 12,030,000 100.0 11,806,000 100.0 224,000 1.9

（単位:千円、％）
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  〇主な増減理由

①国庫支出金

　川角駅周辺地区整備事業に対する交通安全対策補助金の増額や、東武越生線第５５号踏切道拡幅改

　良事業負担金に対する踏切道改良計画事業補助金の皆増などにより、１億５千８０４万８千円、１０．２％

　の増額となりました。

②県支出金

　小学校のＧＩＧＡスクール端末整備事業に対する公立学校情報機器整備事業費補助金の増額や、小中

　学校の給食費無償化に対する給食費負担軽減交付金の皆増などにより、１億５千４４４万６千円、１７．９％

　の増額となりました。

③地方交付税

　扶助費や人件費の高騰などの影響により、普通交付税の算出基礎となる基準財政需要額が基準財政収

　入額を２６億７千６００万円上回る見込となり、令和７年度より１億４千１００万円、５．４％の増額となりました。

④環境性能割交付金

　国の制度改正により環境性能割が廃止になることに伴い、環境性能割交付金も１００％の減額となりました。

　なお、環境性能割交付金廃止に伴う減額分は地方特例交付金において補てんされます。

（２）町税の内訳

令和８年度 令和７年度

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸率

1 町民税 1,754,728 45.6 1,720,850 44.8 33,878 2.0

2 固定資産税 1,659,314 43.2 1,664,507 43.3 △ 5,193 △ 0.3

3 軽自動車税 105,724 2.7 108,908 2.8 △ 3,184 △ 2.9

4 町たばこ税 213,669 5.6 237,013 6.2 △ 23,344 △ 9.8

5 都市計画税 110,942 2.9 110,803 2.9 139 0.1

町  税  合  計 3,844,377 100.0 3,842,081 100.0 2,296 0.1

■町税（当初予算額と決算額）の推移 （単位：千円）

（単位:千円、％）
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 ６　歳出予算の状況
（１）歳出　款別

令和８年度 令和７年度 比較増減

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸率

1 議会費 111,309 0.9 107,548 0.9 3,761 3.5

2 総務費 1,562,637 13.0 1,561,826 13.2 811 0.1

3 民生費 4,847,398 40.3 4,536,861 38.4 310,537 6.8

4 衛生費 926,392 7.7 926,818 7.9 △ 426 △ 0.0

5 労働費 1,020 0.0 1,020 0.0 0 0.0

6 農林水産業費 134,270 1.1 134,149 1.1 121 0.1

7 商工費 68,198 0.6 49,440 0.4 18,758 37.9

8 土木費 1,302,854 10.8 835,797 7.1 467,057 55.9

9 消防費 651,133 5.4 717,098 6.1 △ 65,965 △ 9.2

10 教育費 1,157,775 9.6 1,682,230 14.2 △ 524,455 △ 31.2

11 災害復旧費 6 0.0 6 0.0 0 0.0

12 公債費 967,328 8.1 1,008,540 8.5 △ 41,212 △ 4.1

13 諸支出金 279,680 2.3 223,756 2.0 55,924 25.0

14 予備費 20,000 0.2 20,911 0.2 △ 911 △ 4.4

12,030,000 100.0 11,806,000 100.0 224,000 1.9

〇主な増減理由

　①民生費

　介護給付費・訓練等給付費や施設型給付費等負担金、障害児通所給付費などの増額により３億１千５３万７千円、６．８％の

　増額となりました。

　②土木費

　川角駅周辺地区整備事業や東武越生線第５５号踏切道拡幅改良事業負担金、旭台地区雨水排水対策事業の増額などに

　より、４億６千７０５万７千円、５５．９％の増額となりました。

　③消防費

　防災行政無線操作卓更新工事の皆減などにより、６千５９６万５千円、９．２％の減額となりました。

　④教育費

　総合公園体育館空調設備設置及び照明ＬＥＤ化工事の皆減などにより、５億２千４４５万５千円、３１．２％の減額となりました。

　⑤公債費

　元金の償還が進んだことにより、４千１２１万２千円、４．１％の減額となりました。

合　　　　　計
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（２）歳出　性質別

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸率

人件費 2,285,182 19.0 2,249,349 19.1 35,833 1.6

扶助費 2,524,566 21.0 2,298,311 19.5 226,255 9.8

公債費 967,328 8.0 1,008,540 8.5 △ 41,212 △ 4.1

小計 5,777,076 48.0 5,556,200 47.1 220,876 4.0

物件費 1,637,100 13.6 1,612,982 13.7 24,118 1.5

維持補修費 21,994 0.2 21,207 0.2 787 3.7

補助費等 2,277,216 18.9 2,163,022 18.3 114,194 5.3

9,713,386 80.7 9,353,411 79.3 359,975 3.8

補助事業費 502,006 4.2 247,605 2.1 254,401 102.7

単独事業費 222,710 1.9 710,986 6.0 △ 488,276 △ 68.7

その他事業費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

災害復旧事業費 6 0.0 6 0.0 0 0.0

724,722 6.1 958,597 8.1 △ 233,875 △ 24.4

積立金 282,196 2.3 224,613 1.9 57,583 25.6

投資及び出資金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

貸付金 3,500 0.0 3,500 0.0 0 0.0

繰出金 1,286,196 10.7 1,244,968 10.5 41,228 3.3

予備費 20,000 0.2 20,911 0.2 △ 911 △ 4.4

計 1,591,892 13.2 1,493,992 12.6 97,900 6.6

12,030,000 100.0 11,806,000 100.0 224,000 1.9

〇主な増減理由
①扶助費

②補助費等

西入間広域消防組合負担金や埼玉西部環境保全組合負担金などの一部事務組合への負担金の増額等により１億１千

４１９万４千円、５．３％の増額となりました。

③普通建設事業費

東武越生線第５５号踏切道拡幅改良事業負担金の増額などにより、補助事業費は２億５千４４０万１千円、１０２．７％の

増額となりました。また、総合公園体育館空調設備設置及び照明ＬＥＤ化工事の皆減などにより、単独事業費は４億８千

８２７万６千円、６８．７％の減額となりました。

④繰出金

介護保険特別会計繰出金や後期高齢者医療保険基盤安定繰出金の増額などにより４千１２２万８千円、３．３％の増額と

なりました。
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